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厚木市カーボンニュートラルロードマップ策定方針 

 

１ 策定の目的 

2050年カーボンニュートラルを実現するためには、市民を始めとしたあら

ゆる主体が取組を進める必要があります。 

そのためには、2050年までの中間目標を定め、それを達成するための道筋を

示し、オール厚木で共通の認識を持つ必要があることから、厚木市カーボンニ

ュートラルロードマップ（以下「ロードマップ」という。）を策定するもので

す。 

 

２ 背景 

ロードマップは、次のような状況を踏まえ策定する必要があります。 

(1) 国の動向 

2020年10月、政府は2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロ

にする、カーボンニュートラルを目指すことを宣言しました。 

なお、2021年４月には、2030年度の温室効果ガス削減目標を従来の2013年

度比26％から46％に引き上げることを表明し、同年10月に国連に新たな目

標を提出しました。 

また、2021年６月に地域脱炭素ロードマップを策定し、同年10月に地球温

暖化対策計画を新たな目標に対応するため改定を行っています。 

(2) 県の動向 

2021年11月、かながわ脱炭素ビジョン2050～現在、未来のかながわのいの

ちを守る～を策定し、2050年脱炭素社会の実現に向かっていくための目指

すべき姿や、今からできる行動の選択肢などを提示しています。 

また、2022年３月、神奈川県地球温暖化対策計画を改定し、従来、2030年

度に2013年度比26％削減としていた温室効果ガス削減目標を国と同等に引

き上げ、46％としました。 

(3) 自治体の動向 

ゼロカーボンシティを表明した自治体は、2022年３月31日現在679自治体

にのぼり、本市が表明（272番目）した後の約１年間で倍以上に増えていま

す。 

(4) 本市の状況 

本市は、これまで2030年度の温室効果ガス削減目標を2013年度比で27％

として取り組み、2018年度で15.8％の削減を達成しました。 

しかしながら、前述の国、県の目標引き上げを踏まえ、今後は、市として

も更なる高みを目指した目標を設定するとともに、ゼロカーボンシティと

して、より一層の取組及び積極的に市民を巻き込んだ施策が必要です。 

 

 

 

資料１ 
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【国県市の比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ロードマップと計画の関係】 

 目標年(度) 目的 性質 

ロードマップ 2050年 

2050年にあるべき姿や

それまでに実施するべ

きことなど道筋を示す。 

市民、企業等あらゆる主

体が共有するもの 

計 画 2030年度 

2030年度の目標達成の

ために必要な施策を示

す。 

行政の実施計画 

 

【本市の温室効果ガス排出量の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 構成 

(1) カーボンニュートラル実現の必要性 

(2) エネルギー消費量とCO2排出量の現状及び将来推計 

(3) 市域における再生可能エネルギー発電量のポテンシャル 

(4) 各部門における省エネ方法と効果 

(5) 2030年度、2040年度のCO2排出量削減目標 

(6) 2030年度、2040年度の再生可能エネルギー導入目標 

(7) 部門別脱炭素シナリオ 

ロードマップ 
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2 , 3 9 6   2 , 1 9 7   2 , 2 0 8   2 , 0 7 7   2 , 0 5 0   2 , 0 1 8  

（t-CO2） 

（年度） 

計画 

国 

県 

市 

地域脱炭素ロードマップ 

かながわ脱炭素ビジョン

2050 

厚木市カーボンニュートラル

ロードマップ 

地球温暖化対策計画 

神奈川県地球温暖化対策計画 

地球温暖化対策実行計画 

（区域施策編） 

調
和 
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４ 基本方針 

次の事項を基本的な考え方としてロードマップ策定に取り組みます。 

(1) 国事業を踏まえた目標設定 

本市のカーボンニュートラルを実現するためには、市内の取組だけでなく、

国のエネルギー政策や県の広域的政策等、様々な取組の複合的な効果により

達成していくものです。 

そのため、国のエネルギー政策が目標としている電源構成及び排出係数並

びに電化の進展が達成されることを前提に、市のCO2削減目標を定めること

とします。 

(2) 部門別の目標と取組の設定 

全体のCO2削減目標のほか、部門別（産業部門、業務部門、家庭部門、運輸

部門等）の目標を設定し、それぞれで必要な取組を設定します。 

なお、部門別の目標、取組についても、自らの努力のみで達成するもので

なく、国の制度、行政の支援、経済行動の変容など様々な要因により達成す

る社会全体の目標として取り組むものとして示します。 

(3) 市民が納得し、行動変容につながる内容 

カーボンニュートラルの実現への道筋をデータや調査に基づく現状把握

や推計を示し、根拠に基づいたシナリオを提示することで、市民が目標達成

をイメージできるような納得度の高いものを目指します。 

また、具体的に実施するべき行動を示し、それを実施することによってど

れだけCO2が削減されるかを表すことで、取組の動機付けになるような内容

とします。 

 

５ 市民参加 

ロードマップ策定に当たっては、検討の段階に応じ様々な市民参加の手法

を用い、市民を始めとした多様な主体に意見等を求めます。 

なお、地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の改定と連動するため、市民

参加手続は、同時に実施することとします。 

(1) 立案・作業レベル 

ア 環境関連団体等との意見交換 

対象：環境市民の会、地球温暖化防止推進員等 

イ 企業等との意見交換 

対象：厚木市カーボンニュートラル推進ネットワーク 

ウ Webアンケートの実施 

対象：市民・学生 

 

(2) 審議レベル 

計画案に対する意見の聴取を行います。 

ア 意見交換会の開催 

イ パブリックコメントの実施 
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６ 策定体制 

(1) 厚木市環境審議会 

公募による市民、学識経験者、住民自治組織の代表及び関係行政機関の職

員により構成された附属機関である厚木市環境審議会に、ロードマップの

策定について諮問します。 

(2) 厚木市カーボンニュートラル推進本部・厚木市地球温暖化対策実行計画

推進庁内会議 

関係課等長で構成する庁内会議である厚木市地球温暖化対策実行計画推

進庁内会議において、庁内調整を図るとともに、計画の改定に必要な事項の

検討を行い、部等長で構成する厚木市カーボンニュートラル推進本部に報

告します。 

 

７ 策定スケジュール 

策定の主なスケジュールは、次のとおりとします。 

令和４年７月 環境審議会諮問 

令和４年８月 意見交換会開催 

令和４年９月 環境審議会答申 

令和４年９月 ロードマップ素案策定 

令和４年12月 パブリックコメントの実施 

令和５年２月 ロードマップ策定 

 

８ その他 

カーボンニュートラルロードマップの策定に併せて次の改定等を行います。 

 

・地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の改定 

 

・環境基本条例の改正（９月定例会提案予定） 

「低炭素社会（化石燃料に依存しない社会経済構造の確立により、二酸化炭

素その他の温室効果ガスの排出量を少なく抑えた環境への負荷が少ない社会

をいう。）」 

 

↓ 

 

「脱炭素社会（人の活動に伴って発生する温室効果ガスの排出量と吸収作

用の保全及び強化により吸収される温室効果ガスの吸収量との間の均衡が保

たれた社会をいう。）」 
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厚木市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）改定方針 

 

１ 改定の趣旨 

厚木市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（以下「計画」という。）につ

いては、国の温室効果ガス削減目標が引き上げられたことから、市の目標を引

き上げるとともに、施策を見直す改定を行うものです。 

 

２ 計画の位置付け 

本計画は、現計画と同様に、「地球温暖化対策の推進に関する法律」におい

て、都道府県並びに指定都市、中核市（施行時特例市を含む。）に策定が義務

付けられた「その区域の自然的社会的条件に応じて温室効果ガスの排出量の

削減等を行うための施策」を盛り込んだ計画、すなわち地方公共団体実行計画

です。また、第10次総合計画の環境分野の個別計画である厚木市環境基本計画

を支える計画の一つとする位置付けを踏襲します。 

なお、令和４年度に策定するカーボンニュートラルロードマップと同じ目

標値を定めるとともに、より具体化した市の施策を定めます。 

 

【イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画期間 

現計画における温室効果ガスの排出量削減の中期目標の達成年度である

2030年度までを計画期間としますが、必要に応じて随時見直しを行います。 

 

 

 

第 10次厚木市総合計画 

第５次環境基本計画 

厚木市地球温暖化対策 

 実行計画（区域施策編） 

国 

地球温暖化

対策計画 

神奈川県 

地球温暖化

対策計画 

地球温暖化対策の 

推進に関する法律 

環境面の個別計画 

具体的な計画 

カーボンニュートラル

ロードマップ 

ロードマップと厚木市地球温暖化対

策実行計画（区域施策編）で同じ目標

値を設定し、同計画では、より具体的

な市の施策を示します。 

調和 

資料２ 
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４ 背景 

計画は、次のような状況を踏まえ改定する必要があります。 

(1) 国の動向 

2020年10月、政府は2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロ

にする、カーボンニュートラルを目指すことを宣言しました。 

なお、2021年４月には、2030年度の温室効果ガス削減目標を従来の2013年

度比26％から46％に引き上げることを表明し、同年10月に国連に新たな目

標を提出しました。 

また、2021年６月に地域脱炭素ロードマップを策定し、同年10月に地球温

暖化対策計画を新たな目標に対応するため改定を行っています。 

(2) 県の動向 

2021年11月、かながわ脱炭素ビジョン2050～現在、未来のかながわのいの

ちを守る～を策定し、2050年脱炭素社会の実現に向かっていくための目指

すべき姿や、今からできる行動の選択肢などを提示しています。 

また、2022年３月、神奈川県地球温暖化対策計画を改定し、従来、2030年

度に2013年度比26％削減としていた温室効果ガス削減目標を国と同等に引

き上げ、46％としました。 

(3) 自治体の動向 

ゼロカーボンシティを表明した自治体は、2022年３月31日現在679自治体

にのぼり、本市が表明（272番目）した後の約１年間で倍以上に増えていま

す。 

(4) 本市の状況 

本市は、これまで2030年度の温室効果ガス削減目標を2013年度比で27％

として取り組み、2018年度で15.8％の削減を達成しました。 

しかしながら、前述の国、県の目標引き上げを踏まえ、今後は、市として

も更なる高みを目指した目標を設定するとともに、ゼロカーボンシティと

して、より一層の取組及び積極的に市民を巻き込んだ施策が必要です。 
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2 , 3 9 6   2 , 1 9 7   2 , 2 0 8   2 , 0 7 7   2 , 0 5 0   2 , 0 1 8  

（t-CO2） 

（年度） 

温室効果ガス削減の推移 
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５ 改定項目 

(1) 2030年度温室効果ガス削減目標 

現行計画では、27％削減としている目標を国の46％削減を基準に、可能な

限り高い目標を設定します。 

(2) 施策 

カーボンニュートラルロードマップで定められた脱炭素シナリオと整合

し、より具体化した取組を定めます。 

 

６ 基本方針 

次の事項を基本的な考え方として計画の改定に取り組みます。 

(1) カーボンニュートラルロードマップと連携した改定 

2050年カーボンニュートラル実現への道筋を示すロードマップを大きな

取組指針として捉え、本計画は、そのうちの2030年度目標達成に特化し、よ

り具体化した施策を定めた計画とします。 

(2) 部門別の目標と取組の設定 

現計画では、全体のCO2削減目標のみ示していますが、部門別（産業部門、

業務部門、家庭部門、運輸部門等）の目標を設定し、それぞれの部門に対す

る市の取組を設定します。 

なお、部門別の目標、取組についても、自らの努力のみで達成するもので

なく、国の制度、行政の支援、経済行動の変容など様々な要因により達成す

る社会全体の目標として取り組むものとして示します。 

(3) 国、県事業との複合的な効果の理解 

CO2削減の目標達成には、市内の取組だけでなく、国のエネルギー政策や

県の広域的政策等、様々な取組の複合的な効果により達成していくものであ

るという考え方を踏襲します。 

 

７ 市民参加 

計画の改定に当たっては、検討の段階に応じ様々な市民参加の手法を用い、

市民を始めとした多様な主体に意見等を求めます。 

なお、カーボンニュートラルロードマップの策定と連動するため、市民参加

手続は、同時に実施することとします。 

(1) 立案・作業レベル 

ア 環境関連団体等との意見交換 

対象：環境市民の会、地球温暖化防止推進員等 

イ 企業等との意見交換 

対象：厚木市カーボンニュートラル推進ネットワーク 

ウ Webアンケートの実施 

対象：市民・学生 
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(2) 審議レベル 

計画案に対する意見の聴取を行います。 

ア 意見交換会の開催 

イ パブリックコメントの実施 

 

８ 改定体制 

(1) 厚木市環境審議会 

公募による市民、学識経験者、住民自治組織の代表及び関係行政機関の職

員により構成された附属機関である厚木市環境審議会に、計画の改定につ

いて諮問します。 

(2) 厚木市カーボンニュートラル推進本部・厚木市地球温暖化対策実行計画

推進庁内会議 

関係課等長で構成する庁内会議である厚木市地球温暖化対策実行計画推

進庁内会議において、庁内調整を図るとともに、計画の改定に必要な事項の

検討を行い、部等長で構成する厚木市カーボンニュートラル推進本部に報

告します。 

 

９ 改定スケジュール 

計画改定の主なスケジュールは、次のとおりとします。 

令和４年７月 環境審議会諮問 

令和４年８月 意見交換会開催 

令和４年９月 環境審議会答申 

令和４年９月 改定素案策定 

令和４年12月 パブリックコメントの実施 

令和５年２月 計画改定 

令和５年４月 新計画開始 

 



厚木市環境基本条例の一部改正について 

 

１ 内 容 

現在、厚木市環境基本条例の基本理念においては、「低炭素社会」という文

言を使用していますが、近年の脱炭素に係る国、県及び市の施策並びに法令改

正等に合わせ、当該文言を「脱炭素社会」に改正するものです。 

なお、「脱炭素社会」の定義については、地球温暖化対策の推進に関する法

律と整合を図るため、同一の内容で引用することとします。 

 

２ 新旧対照表 

新 旧 

(基本理念) 

第３条（略） 

２ 環境の保全等は、環境に関する資源が

有限であることに鑑み、持続的な発展が

可能な循環型社会及び脱炭素社会（人の

活動に伴って発生する温室効果ガスの

排出量と吸収作用の保全及び強化によ

り吸収される温室効果ガスの吸収量と

の間の均衡が保たれた社会をいう。）を

構築できるよう行われなければならな

い。 

(基本理念) 

第３条（略） 

２ 環境の保全等は、環境に関する資源が

有限であることに鑑み、持続的な発展が

可能な循環型社会及び低炭素社会(化石

燃料に依存しない社会経済構造の確立

により、二酸化炭素その他の温室効果ガ

スの排出量を少なく抑えた環境への負

荷が少ない社会をいう。)を構築できる

よう行われなければならない。 

 

※ 地球温暖化対策の推進に関する法律 

(基本理念) 

第２条の２ 地球温暖化対策の推進は、（略）我が国における二千五十年までの脱炭素社会(人の

活動に伴って発生する温室効果ガスの排出量と吸収作用の保全及び強化により吸収される温

室効果ガスの吸収量との間の均衡が保たれた社会をいう。)の実現を旨として、（略） 

 

資料３ 



 

 

１ 脱炭素先行地域とは 

脱炭素先行地域とは、2050 年カーボンニュートラルに向けて、民生部門（家庭部門

及び業務その他部門）の電力消費に伴う CO2 排出の実質ゼロを実現し、運輸部門や熱

利用等も含めてそのほかの温室効果ガス排出削減についても、国全体の 2030 年度目標

と整合する削減を地域特性に応じて実現する地域です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 脱炭素先行地域の選定要件（募集要領 抜粋） 

(1)－１ 2030 年度までに、脱炭素先行地域内の民生部門（家庭部門及び業務その他

部門）の電力消費に伴う CO2 排出の実質ゼロを実現すること 

(1)－2 地域特性に応じた温暖化対策の取組（民生部門の電力以外のエネルギー消費に

伴う CO2 や CO2 以外の温室効果ガスの排出、民生部門以外の地域と暮らし

に密接に関わる自動車・交通、農林水産業等の分野の温室効果ガスの排出等につ

いても、地球温暖化対策計画と整合する形で地域特性に応じ少なくとも１つ以上

の取組を実施する計画となっていること） 

(2) 再エネポテンシャル等を踏まえた再エネ設備の最大限の導入 

(3) 脱炭素の取組に伴う地域課題の解決や住民の暮らしの質の向上 

(4) 脱炭素先行地域の範囲・規模の特定 

(5) 計画の実現可能性（計画の具体性、関係者の調整方針等） 

(6) 取組の進捗管理の実施方針及び体制 

(7) 改正地球温暖化対策推進法に基づく実行計画の策定等 

 

脱炭素先行地域について 

 

 

交付金 

５年で最大 

50 億円 

 

交付率 

原則 2/3 

資料４ 
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